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（注)　１　○印の付いている書類は全ての申請の場合に、△印の付いている書類は該当する申請の場合に添付すること。なお、これらの添付書類は一般的な場合のも
　　　　　のである。
　　　　２　総トン数20ﾄﾝ以上の動力漁船の申請の場合には、書類番号が○で囲まれている書類は省略できる。
　　　　３　小型船舶の登録から転用する場合には、書類番号に※が付いている書類は省略できる。
　　　　４　上記２以外の申請の場合には、このほかに、合名会社にあっては社員の全員、合資会社にあっては無限責任社員の全員、株式会社及び有限会社にあって
　　　　　は取締役全員、その他の法人　（水産業協同組合法第２条の水産業協同組合を除く。）　にあっては代表者全員の住民票の写しを添付すること。
　　　　５　表中の 「動力化（1ﾄﾝ未満船）」 とは、１トン未満の無動力漁船への推進機関の据付けのことをいう。
　　　　６　同時に複数隻の申請をする場合、住民票（個人番号の記載がないもの）、印鑑証明、戸籍謄本及び登記簿謄本は正本1部でほかは副本で差支えない。
　　　　７　小型船舶登録を受けていない船舶を転用する場合には、漁船譲渡証を準用し、「船舶譲渡証」として添付すること。
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